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（出典：平成26年度全国自治体病院協議会資料）

病院数 病床数

全 体 8,540 1,573,601

公 立
957

(11.2%)
229,906
(14.6%)

国 立
272

(3.2%)
114,452
(7.3%)

公 的
285

(3.3%)
95,009
(6.0%)

そ の 他
7,026

(82.3%)
1,134,234

(72.1)

○全国の病院に占める
公立病院の割合

295病院

666病院 30病院

265病院 292病院

346病院

○自治体病院の役割

全国の病院に占める公立病院の役割

※表の公立病院は、地方公営企業の病院、公立大学附属病院、地方独立行政法人病院を含む

※表の公的病院は、日本赤十字社、済生会、厚生連等が設置・運営する病院 1

 全国の病院に占める公立病院の割合は、病院数で約１１％、病床数で約１５％。

 へき地における医療や、救急・災害・周産期などの不採算・特殊部門に係る医療の多くを

公立病院が担っている。
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年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

病院数 1,000 999 983 975 961 943 931 917 908 897 892

増減率 0 △0.1 △1.6 △0.8 △1.4 △1.9 △1.3 △1.5 △1.0 △1.2 △0.6

病床数 238,489 238,655 235,510 233,874 230,823 228,280 224,615 221,866 219,474 217,392 216,374

増減率 △0.6 0.1 △1.3 △0.7 △1.3 △1.1 △1.6 △1.2 △1.1 △0.9 △0.5

※出典：地方公営企業決算状況調査
地方独立行政法人（病院事業）に関する決算状況調査

※病院数は、建設中のものを除いている。

公立病院数と病床数の推移（地方独立行政法人を含む）

病床数 病院数
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（単位：億円）（単位：億円）

他会計繰入金等の状況
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（注１） （ ）内は事業数である。
（注２） 総事業数及び総病院数には、建設中のものを含んでいない。

公立病院損益収支の状況（地方独立行政法人を含む）
   　　　　　　　　　 　　　（単位：億円、％）

40,890 41,980 43,561 44,214 44,822 45,247
5,848 6,041 6,068 6,115 6,026 5,986

40,585 41,633 43,321 43,874 44,552 44,882
35,425 36,384 38,169 38,772 39,565 40,004
42,691 42,968 43,400 44,177 44,590 45,592
42,413 42,653 43,082 43,626 44,216 44,979
40,056 40,337 40,801 41,421 42,009 42,829

A △1,801 △989 161 37 232 △336 
(199) 277 (274) 450 (381) 851 (388) 860 (380) 884 (332) 685
(471) 2,079 (394) 1,438 (290) 689 (290) 823 (295) 652 (346) 1,021

△1,829 △1,020 238 248 336 △99 
(188) 158 (265) 342 (374) 894 (385) 881 (368) 947 (327) 735
(482) 1,987 (403) 1,362 (297) 655 (293) 633 (307) 611 (351) 835
(563) 21,377 (549) 21,586 (529) 20,733 (516) 20,364 (500) 19,620 (505) 19,788
(97) 651 (87) 573 (66) 339 (40) 172 (34) 125 (27) 109

2,853 2,823 2,873 2,889 2,924 3,036
1,052 1,834 3,034 2,926 3,156 2,700

670 668 671 678 675 678
943 931 917 908 897 892

70.3 59.0 43.2 42.8 43.7 51.0

71.9 60.3 44.3 43.2 45.5 51.8

69.1 57.6 45.0 45.6 48.4 53.3

70.3 58.9 46.1 46.6 49.6 53.6

95.8 97.7 100.4 100.1 100.5 99.2

95.7 97.6 100.6 100.6 100.8 99.8

14.3 14.4 13.9 13.8 13.4 13.2

総 収 支 比 率 －

経 常 収 支 比 率 －
総 収 益 に 占 め る 他 会 計 繰 入 金
の 割 合

総事業数・
病院数に対
す る 割 合

純 損 失 を 生 じ た
事 業 数 －
経 常 損 失 を 生 じ た
事 業 数 －
純 損 失 を 生 じ た
病 院 数 －
経 常 損 失 を 生 じ た
病 院 数 －

総 病 院 数 △ 0.6

減 価 償 却 額 B 3.8
償 却 前 収 支 A+B △ 14.4
総 事 業 数 0.4

経　　常　　損　　失 36.7
累 積 欠 損 金 0.9
不 良 債 務 △ 12.8

純　　　損　　　失 56.6
経 常 損 益 △ 129.5

経　　常　　利　　益 △ 22.4

う ち 医 業 費 用 2.0
純 損 益 △ 244.8

純　　　利　　　益 △ 22.5

う ち 医 業 収 益 1.1
総 費 用 2.2

経 常 費 用 1.7

総 収 益 0.9
（ う ち 他 会 計 繰 入 金 ） △ 0.7
経 常 収 益 0.7

22 23 24 (B)－(A) 

(Ａ) （A)

20 21 25
(B)

項 目
年 度
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経常損益

300床以上病院
（H25：259病院）

100床以上300床未満病院
（H25：292病院）

100床未満病院
（H25：242病院）

経常利益

経常損失 経常損失

0 0

経常損失

経常収支比率

H20 H21 H22 H23 H24 H25

96.1  97.8  101.0  101.2  101.5  100.4

他会計繰入金比率

H20 H21 H22 H23 H24 H20 H21 H22 H23 H24 H20 H21 H22 H23 H24

経常利益 経常利益

※建設中の病院を除く

（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）（単位：％）

（単位：％） （単位：％）

H20 H21 H22 H23 H24 H25

12.2 12.3 11.6 11.3 11.1 10.9
H20 H21 H22 H23 H24 H25

14.3 14.7 14.6 15.2 16.5 15.9

H20 H21 H22 H23 H24 H25

20.7 22.0 22.7 23.0 24.3 24.5

※経常収益に対する他会計繰入金の比率

規模別の公立病院の経営状況（一般病院）

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

H25 H25 H25

H20 H21 H22 H23 H24 H25

93.6  95.3 97.6 97.7 97.1 96.5

H20 H21 H22 H23 H24 H25

96.1  98.4 98.8 98.9 98.1 97.9
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公立病院の病床規模別常勤医師数（100床当たり）の推移

※出典：地方公営企業決算状況調査
地方独立行政法人（病院事業）に関する決算状況調査

※指定管理者制度導入病院を除く
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医療機能の現状と今
後の方向を報告

都
道
府
県

○ 昨年の通常国会で成立した「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が
「地域医療構想」を策定。（法律上は平成30年３月までであるが、平成２８年半ば頃までの策定が望ましい。）

※ 「地域医療構想」は、２次医療圏単位での策定が原則。

○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。

○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を
策定し、更なる機能分化を推進

（「地域医療構想」の内容）

１．２０２５年の医療需要と病床の必要量
・ 高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに推計
・ 都道府県内の構想区域（２次医療圏が基本）単位で推計

２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策
例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、

医療従事者の確保・養成等

地域医療構想について

（機能が
見えにくい） 医療機能

を自主的に
選択

医
療
機
関

（B病棟）
急性期機能

（D病棟）
慢性期機能

（C病棟）
回復期機能

（A病棟）
高度急性期機能

○ 機能分化・連携については、「地域医療構想調整会議」
で議論・調整。
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○ 地域医療構想の実現に向けて、都道府県は構想区域ごとに、「地域医療構想調整会議」を開催。

※ 「地域医療構想調整会議」には、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、病院団体、医療保険者、市町村等から幅広く参加。

設置区域や参加者の範囲・選定は、地域の事情や議事等に応じて、柔軟に都道府県が設定。

・ 病床機能報告制度の報告結果等を基に、現在の医療提供体制と将来の病床の
必要量を比較して、どの機能の病床が不足しているか等を検討。
・ 医療機関相互の協議により、機能分化・連携について議論・調整。

○ 都道府県は、地域医療介護総合確保基金等を活用し、医療機関による自主的な機能分化・連携を推進。

病床機能報告
制度（集計）

地域医療構想
（推計）

比較

地域医療構想
調整会議

協議

地域医療構想（ビジョン）を実現する仕組み

○ 自主的な取組だけでは機能分化・連携が進まない場合には、都道府県知事が一定の役割を発揮。

① 病院の新規開設・増床への対応
・ 都道府県知事は、開設許可の際に、不足している医療機能を担うという条件を付けることができることとする。

② 既存医療機関による医療機能の転換への対応
［医療機関が過剰な医療機能に転換しようとする場合］
・ 都道府県知事は、医療機関に対して医療審議会での説明等を求めることができることとし、転換にやむを得ない事情がないと認めるときは、
医療審議会の意見を聴いて、転換の中止を要請（公的医療機関等には命令）することができることとする。

［「地域医療構想調整会議」の協議が調わず、自主的な取組みだけでは機能分化・連携が進まない場合］
・ 都道府県知事は、医療審議会の意見を聴いて、不足している医療機能に係る医療を提供すること等を要請（公的医療機関等には指示）する
ことができることとする。

③ 稼働していない病床の削減の要請
・ 医療計画の達成の推進のため特に必要がある場合において、都道府県知事は公的医療機関等以外の医療機関に対して、医療審議会の意見
を聴いて、稼働していない病床の削減を要請することができることとする。

※ 現行の医療法上、公的医療機関等に対しては、都道府県知事が稼働していない病床の削減を命令することができることとなっている。

２．基金等の活用

３．都道府県知事の役割の発揮

１．「地域医療構想調整会議」の開催
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国

消費税財源活用

市
町
村

市町村計画
（基金事業計画）

都
道
府
県

都道府県計画
(基金事業計画)

基金
※国と都道府県の

負担割合２／３、 １／３

申
請

事業者等（医療機関、介護サービス事業所等）

交
付

交付

地域医療介護総合確保基金

交付
提出

交付
提出

申請

地域医療介護総合確保基金の対象事業

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業(※)

２ 居宅等における医療の提供に関する事業(※)
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）
４ 医療従事者の確保に関する事業(※)
５ 介護従事者の確保に関する事業

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、
平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2

※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を
踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。

※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施
国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の
確保・勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。

○ このため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護総合確保基金） を創設し、各都道府県に設置。
各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

平成27年度予算案：公費で1,628億円
（医療分 904億円、介護分 724億円）
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医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○　人/日 ○○○　病床

急性期 □□□　人/日 □□□　病床

回復期 △△△　人/日 △△△　病床

慢性期 ▲▲▲　人/日 ▲▲▲　病床

2025年（推計）連携

１ 新たな公立病院改革ガイドライン(H27年３月)に基づく取組

(1) 地方公共団体に対し、新公立病院改革プランの策定を要請

○ 「地域医療構想」を踏まえ公立病院の役割を明確化した
上で、経営改革を推進

(2) 医療提供体制の確保にこれまで以上に大きな責任を有する
都道府県の役割を強化

２ 地方財政措置の見直し（H27年度～）

(1) 再編・ネットワーク化に伴う施設整備への財政措置の重点化

○ 通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置
○ 再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置

(2) その他
公立病院の運営費等に係る地方交付税措置の算定基礎を、

許可病床数から稼働病床数に見直す等、所要の見直し。

今後の公立病院改革の推進

H19年12月、総務省において公立病院改革ガイドラインを策定。公立病院改革プランの策定による経営改革を要請。〔公立病院数 ８９２（H25末）〕

70.3% 

53.6% 

29.7% 

46.4 %

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度

25年度

医療提供体制の改革と連携した公立病院の経営効率化・再編等の推進

１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

「地域医療構想」を策定(H27年度～)

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「協議の場」設置

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 消費税増収を活用した基金を都道府県に設置

≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院

・再編等の結果、公立病院数は減少
H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６９病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

・民間譲渡・診療所化 ５０病院

医療介護総合確保推進法（H26年６月成立）

に基づく取組（厚労省）

これまでの公立病院改革

【赤字】 【黒字】

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕

（予定含む数）
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新公立病院改革ガイドライン（平成27年3月31日付け総務省自治財政局長通知）

① 地方公共団体に対する新公立病院改革プラン策定の要請

ⅰ） 策 定 時 期 平成27年度又は平成28年度（地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、できる限り早期に策定）

ⅱ） プランの期間 策定年度～平成32年度を標準

ⅲ） プランの内容 以下の４項目を内容とする

・ 将来の機能別の医療需要・必要病床数が示される地域
医療構想と整合性のとれた形での当該公立病院の具体的
な将来像を明確化

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割を
明確化 等

・ 病院間で機能の重複・競合が見られる病院、病床利用率
が低水準の病院等、再編・ネットワーク化を引き続き推進
（公的・民間病院との再編等を含む） 等

② 都道府県の役割の強化
・ 都道府県は、医療介護総合確保推進法に基づき、地域医療提供体制の確保について、これまで以上の責任を

有することから、地域医療構想の実現に向けた取組とも連携しつつ、再編・ネットワーク化等に積極的に参画

・ 管内の公立病院施設の新設・建替等に当たっての都道府県のチェック機能を強化

※ プラン策定後、医療介護総合確保推進法に基づく協議の場の合意事項と齟齬が生じた場合は、速やかにプランを修正

主な項目

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

・ 公立病院が担う役割を確保しつつ、黒字化を目指して、
経常収支比率等の数値目標を設定し、経営を効率化

・ 医師等の人材確保・育成、経営人材の登用等に留意しつつ、
経費削減・収入増加等の具体的な取組を明記 等

再編・ネットワーク化

・ 民間的経営手法導入等の観点から、地方独立行政法人化、
指定管理者制度導入、地方公営企業法の全部適用、民間譲渡等
経営形態の見直しを引き続き推進 等

経営形態の見直し

新 経営の効率化

公立病院改革の目指すもの

○ 公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制を確保

○ その中で、公立病院が安定的に不採算医療や高度・先進医療などの重要な役割を担っていくことができるようにする
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新公立病院改革ガイドラインの内容①

○ 究極の目的は、公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制の確保
を図り、その中で公立病院が安定した経営の下でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療
等を提供する重要な役割を継続的に担っていくことができるようにすること。

○ 今後の公立病院改革は、医療法に基づく地域医療構想の検討及びこれに基づく取組と整
合的に行われる必要がある。

ポイント１

公立病院改革の基本的な考え方
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新公立病院改革ガイドラインの内容②－１ポイント２

○ 新改革プランの策定時期は、都道府県が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、できる限り
早期に策定することとし、平成27年度又は平成28年度中に策定
※ 仮にプラン策定後、推進法に基づく協議の場の合意事項と齟齬が生じた場合は、速やかにプランを修正
※ 地域医療構想における当該公立病院の病床機能等の方向性が明らかである場合、地域医療構想に先行して新改革プランを策定

することも可能

○ 新改革プラン対象期間は、策定年度あるいはその次年度から平成32年度までの期間を対象として策定
することを標準

○ 新改革プランの内容は、「経営効率化」、「再編・ネットワーク化」、「経営形態の見直し」に、「地域医療構
想を踏まえた役割の明確化」を加えた４つの視点に沿って記載

○ 前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づき、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しに取り組
んでいる場合であっても、現在の取組状況や成果を検証するとともに、地域医療構想の達成の推進を図る
観点も踏まえつつ、更なる見直しの必要性について検討すべきであることから、新改革プランを策定

○ 既に、自主的に前ガイドラインによる公立病院改革プランの改定を行っている場合又は地方独立行政法
人が地方独立行政法人法に基づき中期計画を策定している場合には、本ガイドラインにおいて要請してい
る事項のうち不足している部分を追加又は別途策定

地方公共団体における新公立病院改革プランの策定
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新公立病院改革ガイドラインの内容②－２ポイント３

(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

① 地域医療構想を踏まえた当該病院の果たす役割
構想区域における病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量等が示される地域医療構想と整合性のとれた形で、当該公立病院 の

将来の病床機能のあり方を示すなどの具体的な将来像 （平成37年（2025年））を明確化

② 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割

・ 中小規模の公立病院にあっては、例えば在宅医療に関する当該公立病院の役割を示す、 住民の健康づくりの強化に当たっての具体
的な機能を示すなど、地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割を明確化

・ 大規模病院等にあっては、緊急時における後方病床の確保や人材育成など病院の特性に応じて果たすべき役割を明確化

③ 一般会計負担の考え方

④ 医療機能等指標に係る数値目標の設定

⑤ 住民の理解

当該公立病院の役割に対応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方及び一般会計等負担金の算定基準（繰出基準）
を記載

果たすべき役割に沿った医療機能を十分に発揮しているかを検証する観点から、適切な医療機能等指標について、数値目標を設定

当該病院が担う医療機能を見直す場合には、これを住民がしっかりと理解し納得してもらうための取組を実施

○ 地域医療構想の実現に向けた取組と並行して行われるものであることから、必然的に、公立病院の役割を従来にも増して精査

○ 公立病院の中でも、他の病院が複数立地する人口密集地に所在する場合や、人口が少ない中山間地に所在する場合など、立地条件
や医療機能の違いがあることを踏まえて役割を明確化
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新公立病院改革ガイドラインの内容②－３

(2) 経営の効率化

① 経営指標に係る数値目標の設定
・ 経常収支比率及び医業収支比率については、必ず数値目標を設定
・ 自らの経営上の課題を十分に分析し、課題解決の手段としてふさわしい数値目標を自主的に設定

② 経常収支比率に係る目標設定の考え方
・ 公立病院が担っている不採算医療等を提供する役割を確保しつつ、対象期間中に経常黒字（すなわち経常収支比率が100％以上）化
する数値目標を設定
1)   一つの経営主体が複数の病院を持ち、基幹病院とサテライト病院のように機能を補完しながら一体的に運営している場合

2)   新会計基準により過去分の退職給付引当金を複数年で経常費用に計上している場合

③ 目標達成に向けた具体的な取組の明記

・ 医師等の人材の確保・育成

・ 人材登用・人材開発

・ 民間病院との比較
・ 施設・設備整備費の抑制

・ 病床利用率が特に低水準である病院（過去３年間連続して70％未満）における取組

数値目標の達成に向けて、具体的にどのような取組をどの時期に行うこととするかを明記

④ 留意事項
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 複数の病院を合わせて経常黒字化の数値目標をつくることができる。

 注記した上で過去分の退職給付引当金を除いて経常黒字化の数値目標をつくることができる。

 地域医療支援センターや地域医療介護総合確保基金等を通じた取組
 中小規模の病院も積極的に研修医・医学生等の研修受入れ
 大規模病院においては、中小病院等への医師派遣や人材育成に関する連携・支援

 経営感覚に富む人材を幹部職員に登用（外部からの登用も含む。）
 外部人材の活用、専門的なスキルをもった職員の計画的な育成等事務職員の人材開発

 建築単価の抑制
 近年の建設費上昇の動向を踏まえた整備時期の検討
 民間病院・公的病院の状況も踏まえた整備面積の精査

 病床数の削減、診療所化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなど、再度抜本的な見直しを検討



経営の効率化の取組みの実施状況

平成25年度３月末調査（公立病院897病院）

取組みの内容 実施割合 取組みの内容 実施割合

① 医師、看護師の確保 59.3% ⑪ 施設・設備整備費等の抑制 24.1%

② 患者サービスの向上 47.0% ⑫ 過剰病床の削減等病床規模の見直し 15.3%

③ 未収金の管理強化 45.4% ⑬ 経営形態の見直し 14.9%

④ 医療機能に見合った診療報酬の確保 45.0% ⑭ 給与体系の見直し 13.2%

⑤ 紹介率、逆紹介率の向上 40.1% ⑮ PFI方式、民間委託の活用 13.1%

⑥ 職員の経営意識向上のための研修等の実施 39.2% ⑯ 診療科の見直し 13.0%

⑦ 人材確保のための勤務環境の整備 36.4% ⑰ 経営感覚に富む人材の登用 9.2%

⑧ 薬剤、医療材料等の一括購入 30.3% ⑱ その他未利用財産の活用 6.1%

⑨ 長期契約の導入 29.9% ⑲ 老人保健施設や診療所への転換 3.8%

⑩ 競争入札の導入 29.7% ⑳ 民間病院と比較可能な財務情報の開示 2.9%

㉑ その他 7.9%
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主な経営指標に係る全国平均値の状況

17

（平成25年度）

（平成18年度）

うち薬品
費対医業

収益
計

うち
一般

うち
療養

民間病院 103.5% 103.3% 53.5% 22.2% 12.1% 4.5% 6.4% 76.2% - -

公的病院（自治体以外） 100.0% 100.0% 51.6% 27.0% 17.2% 6.0% 6.3% 75.6% - -

公立病院（一般病院全体） 99.8% 93.8% 51.9% 23.6% 12.0% 7.3% 9.8% 73.7% 75.0% 76.3%

委託料対
医業収益

病床利用率
経常収支

比率
医業収支

比率

職員給与
費対医業

収益

材料費対
医業収益

減価償却
費対医業

収益

うち薬品
費対医業

収益
計

うち
一般

うち
療養

民間病院 100.1% 100.3% 51.0% 24.4% 13.5% 4.6% 6.9% 80.5% - -

公的病院（自治体以外） 98.9% 99.0% 49.9% 30.4% 19.8% 6.0% 6.0% 79.8% - -

公立病院（一般病院全体） 95.1% 89.4% 56.2% 27.4% 14.4% 7.9% 8.8% 77.5% 78.9% 77.9%

病床利用率
経常収支

比率
医業収支

比率

職員給与
費対医業

収益

材料費対
医業収益

減価償却
費対医業

収益

委託料対
医業収益

（注1） 平成25年度の公立病院(一般病院全体)は、地方公営企業として運営する病院及び地方独立行政法人が運営する病院
（注2） 平成18年度の公立病院(一般病院全体)は、地方公営企業として運営する病院のみであり、地方独立行政法人が運営する病院を除いている。
（注3） 医業収益に対する「減価償却費」及び「委託料」は、指定管理者制度を導入している病院を除いて算出



【参考】建築面積
（独）福祉医療機構の融資基準

※各年度決算統計より作成（地独法除く）

※各年度発行状況調査より作成

※着工年度別
※総務省準公営企業室において調査した、新設・建替係る建築単価

大学附属病院、関連教育病院、臨床研修指定病院、
地域医療支援病院 等

70㎡／床

上記以外の病院でがん、循環器疾患等の特殊な設
備を有する病院

67㎡／床

一般病院 60㎡／床

精神科病院 46㎡／床

加算措置
指定通所リハビリテーション事業所
在宅介護支援センター

1,000㎡／床
109.7㎡／床
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4,000

4,500

5,000

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

（
億
円
）

建設改良費の推移

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800
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（
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病院事業債発行額の推移

公立病院の建設改良費等の推移
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〈建築面積の状況〉
９４．３㎡／床
（平成21年度～26年度の新設・建替に係る建築面積の平均）
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建築単価の推移



新公立病院改革ガイドラインの内容②－４

(3) 再編・ネットワーク化

・ これまでの取組事例も参考にしつつ、地域の医療提供体制の確保を図るとの観点から、再編・ネットワーク化の取組を推進

・ 少なくとも以下の公立病院については、再編・ネットワーク化の必要性について十分な検討を行うべき

1) 施設の新設・建替等を行う予定の公立病院
2) 病床利用率が特に低水準である公立病院（過去３年間連続して70％未満）
3) 地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討することが必要である公立病院

・ 地域医療構想は、公立病院だけでなく公的病院、民間病院を含め、地域の医療提供体制の目指すべき姿を示すものである。したがっ
て、地域医療構想を踏まえて当該公立病院の役割を検討した結果、公的病院、民間病院等との再編が必要になるケースも改革の対象

ｃｆ） 公立病院や国立病院、公的病院、民間病院が併存し、相互の機能の重複、競合がある場合には、地域医療構想や地域医療構想調整会
議等も活用しつつ、他の医療機関との統合・再編や事業譲渡等にも踏み込んだ改革案についても検討の対象とすべき

・ 病院機能の適切な再編成に取り組むとともに、ＩＣＴを活用した医療等の情報連携を行うなど、効果的な医療提供の連携体制の構築に
配慮することが適当

① 取組病院の更なる拡大

② 留意事項
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基幹病院・サテライト型（青森県西北五医療圏の例）

これまでの再編・ネットワーク化の事例について

再編前

つがる市成人病
センター（92床）

公立金木病院
（176床）

鰺ヶ沢町立中央
病院（140床）

再編後

統合型（兵庫県三木市・小野市の例）

再編前

小野市民病院
（220床）

三木市民病院
（323床）

再編後

北播磨総合医療センター
（450床）

＜再編による主な効果＞

・ 広域連合内の医師数が増加
（51名→61名）するとともに、
中核病院の診療科が充実。
（16診療科→21診療科）

・ 関係医療機関において患者
情報を共有し、切れ目ない
医療提供を実現。

＜再編による主な効果＞

・ 医師数が増加（60名→80名）し、
診療科が充実。
（21診療科→33診療科）

・ 休止・縮小していた分娩や
小児救急を開始・拡充する
など、必要とされる地域医療
を確保。

つがる総合病院
（438床）

鶴田町立中央
病院（130床）

（つがる西北五広域連合）

つがる市民診療所
（無床）

（北播磨総合医療センター企業団）

かなぎ病院
（100床）

鶴田診療所
（無床）

五所川原市立西北
中央病院（416床）
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鰺ヶ沢病院
（100床）



県・市統合型（日本海総合病院の例）

これまでの再編・統合の事例について

統合前

酒田市酒田病院
（400床）

山形県立日本
海総合病院

（528床）

統合後（H20.4～）

官・民統合型（兵庫県加古川市市民病院（仮称）の例）

統合前

神鋼加古川病院
（株式会社立）

（198床）

加古川市立
加古川市民
病院（411床）

＜統合による主な効果＞

〈日本海総合病院〉
酒田医療センターから診療科を移

行して、急性期病院として集約を図
り、手術件数の増加、平均在日数の
短縮を実現。

〈酒田医療センター〉
療養病床への移行（７科→２科）、

回復期リハビリテーション機能の強
化により、回復期・慢性期に対応

・ ２病院間の役割分担と、人員配置
の弾力化により、医師数の増加（87
名→94名）等を実現。

＜統合による主な効果＞

・ 民間手法を取り入れた価格交渉、
両病院の診療材料の統一等により、
コストの削減を実現。

・ 実質的に1病院に見立てた運営を
スタート。両病院間の人事異動を臨
機に実施し、業務運営の一体化を促
進。

・ 平成28年度に完全統合予定。

日本海総合病院
（648床）

日本海総合病院
酒田医療センター

（114床）

（地方独立行政法人加古川市民病院機構）
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加古川西
市民病院

（405床）

加古川東
市民病院

（198床）

（地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構）

（急性期） （回復期、慢性期）
役割分担

統合後（H23.4～）

平成28年度に2病
院を統合した新
病院を開院予定



新公立病院改革ガイドラインの内容②－５

(４) 経営形態の見直し

新改革プランにおいては、民間的経営手法の導入等の観点から行おうとする経営形態の見直しについて、新経営形態への移行計画の概
要を記載する。見直しに関し、考えられる選択肢は以下のとおり。
（１）地方公営企業法の全部適用 （２）地方独立行政法人化（非公務員化） （３）指定管理者の導入 （４）民間譲渡 （５）事業形態の見直し

（参考）これまでに経営形態の見直しを行った公立病院の経営状況
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◎ 地方独立行政法人化病院の推移

◎ 地方独立行政法人化病院の病床規模別病院数

※病床数は平成25年度の許可病床数

◎ H21～25年度に地方独立行政法人化した病院の経営状況（H20→H25）

※平成25年度時点での地方独立行政法人の病院のうち、国立病院や民間病院から地方独法化したものを除く。

～H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６～(予定)

病院数
（全83病院）

8 3 10 22 13 8 3 16

100床未満
100床以上200床

未満
200床以上300床

未満
300床以上400床

未満
400床以上500床

未満
500床以上

病院数
（全67病院）

5 11 16 14 9 12

23

地方独立行政法人化病院の状況

医業収支比率
の変化

～△10% △10%～△5% △5%～0% 0%～5% 5%～10% 10%～15% 15%～20% 20%以上

病院数
（全49病院）

3 4 5 7 17 11 1 1



新公立病院改革ガイドラインの内容③ポイント４

（地域医療構想の策定等を通じた取組）

○ 都道府県は、病院事業設置団体の新改革プランの策定について適切に助言

○ 市町村等が再編・ネットワーク化に係る計画を策定する際、都道府県においても、積極的に参画

（管内公立病院の施設の新設・建替等を行う場合の検討）

○ 管内市町村の病院施設の新設・建替等に当たっては、当該公立病院の機能・役割分担、統合・再編
のあり方、適切な規模、医師確保の方策、収支見通し等について十分に検討

○ 地域医療構想との整合性に係る都道府県の意見に基づき、適当であるものに係る病院事業債につ
いて地方交付税措置

○ 都道府県は、医療法に基づき、地域医療構想の策定及びこれを実現するための措置（地域医
療構想調整会議の設置、協議が調わない場合の要請・指示・命令等、基金による財政支援等）を
講じることとなるもので あり、地域の医療提供体制の確保についてこれまで以上の責任を有する。
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都道府県の役割・責任の強化

都道府県の市町村担当部局と医療担当部局とが連携して取組



１ 普通交付税（平成27年度）

注１ 「不採算地区病院」のうち、第1種は150床未満で最寄りの一般病院まで１５㎞以上の一般病院、第2種は150床未満で人口集中地区以外に所在する一般病院をいう。

注２ 「周産期医療病床」のうち、第1種は新生児特定集中治療室等、第2種は新生児特定集中治療室等に準ずる室、第3種は新生児特定集中治療室等の後方病室、第4

種は新生児特定集中治療室等に準ずる室の後方病室のそれぞれが有している病床をいう。

区分 単価

病床割（１病床当たり） 705千円

救急告示病院分 1,697千円×救急病床数＋32,900千円

事業割
平成27年度に同意等を得た建設改良費に係る元利償還金×1/2×50％（通常分）

×2/3×60％（特別分※)

２ 特別交付税（平成26年度）

区分 単価

①不採算地区病院（１病床当たり）
第1種 1,263千円
第2種 842千円

②結核病床 1,648千円
③精神病床 1,265千円
④リハビリテーション専門病院病床 440千円

⑤周産期医療病床

第1種 3,872千円
第2種 3,098千円
第3種 2,047千円
第4種 1,637千円

⑥小児医療病床 1,187千円
⑦感染症病床 4,107千円
⑧小児救急医療提供病院（１病院当たり） 10,634千円

⑨救命救急センター（１センター当たり） 136,896千円

病院事業に係る主な地方交付税措置ポイント５

※ 新改革プランに基づく再編・ネットワーク化（「複数病院の統合」又は「相互の医療機能の再編」のいずれか）に該当する施設・設備の整備費をいう。
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置①

（１）新公立病院改革プラン策定経費

策定経費 ２００万円（H２７年度）

点検・評価等経費 ５０万円（H２８年度～H３３年度）

〔措置内容（見込み）〕

○ 都道府県（普通交付税措置）

○ 市町村（特別交付税措置）

点検・評価等経費 ５０万円 又は 実際に要した額のいずれか小さい額（H28～H33年度）

策定経費 ２００万円 又は 実際に要した額のいずれか小さい額（H27、 H28年度）

新公立病院改革ガイドラインを踏まえ策定する新公立病院改革プランの策定及びその後の実施状
況の点検・評価及び公表に要する経費について、地方交付税措置。

１ 公立病院改革に対する措置
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置②

（２）再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備

〔特別分の対象〕
① 対象となる再編・ネットワーク化とは、複数病院の統合又は相互の医療機能の再編を行うものとするが、経営主体の統合（同一の指定管理者を指定することに

より経営統合を行う場合を含む。）を伴わない場合には、関係病院等間において以下に掲げるすべての取組が行われることを要件
・機能分担による病床規模又は診療科目の見直し ・共同購入等による医薬品、診療材料等の効率的調達
・医師の相互派遣による協力体制の構築 ・医療情報の共有等による医療提供の連携体制の構築

② ①の再編・ネットワーク化に伴って必要となる以下の施設・設備の整備を対象
1) 病院・診療所間のネットワーク形成のために必要となる患者搬送車、遠隔医療機器等の整備に要する経費
2) 経営主体の統一に伴い必要となる情報システムの統合等整備に要する経費
3) 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院において新たに整備される高度医療又は救急医療の用に供する医療施設及び医師の研修又は派遣の拠

点機能を有する施設並びにこれらの施設に設置される医療機器等の整備に要する経費
4) 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院以外の医療施設において必要となる既存施設の改修及びこれに伴い設置される医療機器等の整備に要

する経費
5) 統合に伴う新病院の整備に要する経費

③ 旧ガイドラインを踏まえ策定された公立病院改革プランに基づき実施される事業であって、①及び②に定める要件に合致するものについては、再編・ネットワー
ク化計画を総務省に提出することにより、当該財政措置の対象

なお、特別分が措置される場合は、従前の一般会計出資債は対象とならないことに留意

〔期間等〕

平成２７年度～平成３２年度

新公立病院改革プランに基づき行われる公立病院等の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整
備について、病院事業債（特別分）を措置し、その元利償還金の４０％を普通交付税措置

【平成26年度まで】 【平成27年度以降】

30％地方交付税措置
通常の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25％地方交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備・・・ 40％地方交付税措置

〔普通交付税の算入方法〕

平成26年度までの病院事業債に係る元利償還金の一部については、引き続き病床割に算入するが、平成27年度以降の病院事業債に係る元利償還金につ

いては、病床割の算入を廃止し上記措置率による事業割に一本化
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置③

（３）再編ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う精算等

再編・ネットワーク化に伴う新たな経営主体の設立等に際し、承継する不良債務の額を限度
とする一般会計出資債を措置（旧ガイドラインと同様の措置）

新公立病院改革プランに基づき行われる公立病院等の再編・ネットワーク化に伴い不要となる
既存施設の除却等経費について、その１／２を特別交付税措置（旧ガイドラインと同様の措置）

病院施設の他用途への転用に際しては、経過年数が１０年以上の施設等の財産処分である
場合、従来の元利償還金に対する普通交付税措置を継続（新規）

指定管理者制度の導入等に際し必要となる退職手当の支給に要する経費について、必要に応じ
て退職手当債を措置（旧ガイドラインと同様の措置）

※   再編・ネットワーク化等に伴い、公立病院廃止等を行う場合の財政措置のあり方について、今後の各地方公共団体
の取組内容等を踏まえ検討

29

（４）許可病床数削減時の普通交付税算定の特例

普通交付税の算定基礎を許可病床数から稼働病床数に変更することに伴い、削減許可病床数
を有するものとして算定する既存の措置を平成28年度から見直し、許可病床の削減数に応じた５年
間の加算措置を講じる方式に変更。
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置④

（１）施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し

〔対象事業〕
原則として、平成２７年度以降に実施設計に着手する病院の新設、建替、増改築事業

〔手続き等〕

２ 公立病院改革に関する既存の地方財政措置の見直し

公立病院施設の新設・建替等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債に関しては、地域の医療提

供体制に大きな役割・責任を持つ都道府県が、同意等に際して収支見通し等について十分検討を行う
とともに、当該公立病院に係る機能・役割分担等の地域医療構想との整合性についても十分に検討を
行い、適当と認められるものに地方交付税措置

（１） 当該事業の基本設計に着手する段階で、その見込み等を作成し、総務省に（市町村分については、都道府県を通じて）提出。

（２） 都道府県は、当該公立病院の新設・建替等について意見を付し、その際、都道府県は、新設・建替等に係る病院事業債の同意
等を適切に行う観点から収支見通し等について十分検討を行うとともに、当該公立病院に係る機能・役割分担等の地域医療構想
との整合性について十分に検討を行った上で意見を付す。

（３） (1)及び(2)により提出した地方公共団体は、当該事業が終了するまでの間、各年度の進捗状況等を総務省に報告

（４） 総務省は、地域医療構想との整合性に係る都道府県の意見に基づき適当であるものに係る病院事業債（同意等を得たもの）の
元利償還金について地方交付税措置を講じる。なお、上記都道府県の意見に基づき適当と認められないものに係る病院事業債に
ついては、原則として、当該病院事業債の同意等の前に、その旨を通知。
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置⑤

（２）病床数に応じた地方交付税算定の見直し

公立病院の病床数に応じた地方交付税措置について、算定の基礎となる病床数を許可病床数から
稼働病床数に変更する。

普通交付税の病床割、特別交付税の不採算地区病院及びリハビリテーション専門病院の算定に係る一般及び療養病床。

医療法の病床機能報告制度において、都道府県に報告した前年度の７月１日時点の稼働病床数（許可病床数から休床の届出をし
ている病床数の他、過去１年間に一度も入院患者を収容しなかった病床数を除いた病床数）とする。

許可病床から稼働病床への移行に伴う措置額の減少又は稼働病床数の減少に伴う措置額の減少については、変動を緩和する措
置を講じる（減少分のうち、１年目0.9、２年目0.6、 ３年目0.3を復元し、4年目に置き換え）。

〔見直しの対象〕

〔算定に用いる稼働病床数〕

〔緩和措置〕
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（３）病院施設の整備費に係る措置

不採算地区病院の第２種の要件を以下のとおり見直し

〔現行〕

直近の国勢調査における「人口集中地区」以
外の区域に所在

〔改定後〕

直近の国勢調査に基づく当該公立病院の半径５
キロメートル以内の人口が３万人未満のもの※

※ 直近の国勢調査に基づく当該公立病院の半径５キロメートル以内の人口が３万人以上10万人未満のものについて、当該単価を人口10万人で０とな
るよう逓減して措置

※ 見直しによる影響額については、経過措置を講じる（影響額のうち、１年目0.9、２年目0.6、３年目0.3を復元し、 4年目に置き換え） 。

不採算地区病院、結核、精神、周産期、小児、感染症及びハビリテーション専門病院並びに救命救
急センター及び小児救急医療提供病院に対する特別交付税措置について、病床数等に単価を乗じて
算定する方式から実際の繰出額に一定率を乗じたものと比較する方式に見直しすることを検討

病院事業債に係る普通交付税措置（事業割）の対象となる建築単価を以下のとおり見直し

〔適用時期〕
平成２６年度の病院事業債に係る措置から

〔現行〕

３０万円／㎡以内

〔改定後〕

３６万円／㎡以内
※ 継続事業についても平成２６年度分の病院事業債から適用
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（４）不採算地区病院の第２種要件の見直し

（５）公立病院に対する特別交付税措置の重点化


